
検証資料-3 

（支援策後の阪堺電軌の利用状況について） 
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全路線（阪堺線、上町線）の利用者数について 

（人/日） 

・阪堺線全線の1日平均利用者数は、支援策前より、2,471人/日（約12.5％）の増加となっている。 

※支援策は平成23年1月から開始 

※支援策開始後 
2,471人増 

（約12.5%） 

１日平均利用者数推移 
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堺トラム（～H26） 
高齢者割引拡充 

ＩＣカード 
あべのハルカス 

あべの 
キューズモール 

利用者拡大策開始 
（Ｈ23.1） 



全路線（阪堺線、上町線）の利用者数について 

（人/日） 

3,067人（15.2%）増加 
2,955人（14.7%）増加 

・3ヶ月毎の平均利用者数を年別に見た場合、最も利用者数の少ない時に比べ、12.1～15.2％の増加となっている。 

※支援策は平成23年1月から開始 

2,352人（12.1%）増加 2,422（12.7%） 
増加 

利用者数の対前年同月比較（3ヶ月平均） 
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支援前

H21支出

収支均衡

（目標）

収支

（値下げ含む）

支援前

H21赤字

減収

増収

目標

支援前

収入

2.03億円

0.37億円

2.40

億円

4.03億円

2.00億円

阪堺線堺市内区間の収支均衡に必要となる利用者増加数について 
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○阪堺線堺市内区間の収支均衡には 
 

 ・支援前の赤字額 約 2.03億円 
 ・値下げによる減収額 約 0.37億円 
 

 合計 約 2.40億円増収となる利用者増加が必要 
 

 ※減収額の内訳 
  200円運賃均一化による減収 約 0.31億円 
  高齢者運賃（100円）による減収 約 0.06億円 
 

○運賃施策への支援等により、定期外収入が増加 
⇒定期外の平均実収運賃をもとに、収支均衡に必要な利用者増

加数を試算 
 

表.平成26年度における定期外の平均実収運賃 （円） 
 
 
 
 
 
 

※ 現金にはICを含む 
※ 平成27年2月からの消費税8％値上げ分の転嫁による 
    運賃値上げ分は未考慮 
※ 回数券には小児を含む 

○必要利用者増加数（市補助金無し）の試算 
 

収入目標 約 2.40億円 ÷ 185円 ＝ 1,297,297人/年 
 利用者増加数の目標     3,554人/日 
    平成21年度 利用者数  19,737人/日（支援策前） 
      平成26年度 増加数（日当り） 
                          2,471人/日（前頁参照） 
                  支援策前から12.5％増  
                  ⇒  約7割 

種別 現金(大人) 現金(小児) 回数券 高齢者 

構成比 69.9% 2.1% 20.1% 7.9% 

実収運賃 200 100 176 100 

平均実収運賃（円） 185 

・堺市内区間の収支均衡に必要な堺市内区間利用者増加数約3,600人に対して、平成26年度は、 

 支援策開始前の平成21年度より2,471人の利用者増加であり、約7割の達成度となっている。 



阪堺電軌の交通調査について 

■交通調査について 

阪堺電軌の利用状況の実態を把握するために、沿線で行事が行われている特異日ではない日に、 

ＯＤ調査（利用者ごとの乗降停留場の把握）を実施 

 ※支援策開始後に隔年で平日、休日調査を実施 

■調査日時 

H17.10.18（水） H18.10.17（水）   H21.6.24（水）  H22.10.13（水） 

H23.10.12（水）   H24.10.14（日）   H25.10.30（水）  H26.10.26（日）の終日（始発～終電） 

表面 裏面 
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■調査項目について 

停留場別調査票を乗客１人につき１枚配布し、以下の項目につい

て、乗客自らが当てはまる項目を折り曲げる 

 ①券種 

 ②乗車目的 

 ③乗換停留場 

 ④住まい地域 

 ⑤年齢 

 ⑥目的に対して行きの乗車か帰りの乗車か（H26のみ実施） 



 ・全区間の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

 ・堺市内相互発着と大阪市内～堺市内2区間利用の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加しているが、 

  大阪市内相互発着の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が微減している。 
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全区間の
利用者数 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

大阪市内相互発着 15,147 15,017 15,042 ▲ 130 ▲ 0.9 ％ ▲ 105 ▲ 0.7 ％ 

堺市内相互発着 1,985 2,030 2,257 45 2.3 ％ 272 13.7 ％ 

.大阪市内～堺市内
２区間利用 

1,928 2,683 3,104 755 39.2 ％ 1,176 61.0 ％ 

全区間利用 19,060 19,730 20,403 670 3.5 ％ 1343 7.0 ％ 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

堺市内区間利用者 3,913 4,713 5,361 800 20.4 ％ 1,448 37.0 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（区間別の利用者数推移）【平日】 

堺市内区間
の利用者数 



利用者数（人/日） 増減状況 

H24.10 H26.10 
H24→H26 

増減（人/日） 増減率 

大阪市内相互発着 11,394 11,549 155  1.4 ％ 

堺市内相互発着 1,218 1,452 234 19.2 ％ 

.大阪市内～堺市内２区間利用 2,903 3,099 196  6.8 ％ 

全区間利用 15,515 16,100 585 3.8 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（区間別の利用者数推移）【休日】 

 ・H24調査時よりもH26調査時の方が、すべての区間において利用者数が増加している。 

 ・堺市内相互発着の利用者数は、 H24調査時よりもH26調査時の方が、約2割増加している。 

6 

利用者数（人/日） 増減状況 

H24.10 H26.10 
H24→H26 

増減（人/日） 増減率 

堺市内区間利用者 4,121 4,551 430 10.4 ％ 

全区間の
利用者数 

堺市内区間
の利用者数 



券種 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

現金 5,860 6,202 6,707 342 5.8 ％ 847 14.5 ％ 

回数券 5,223 5,727 5,867 504 9.6 ％ 644 12.3 ％ 

通勤定期 4,776 4,532 4,607 ▲ 244 ▲ 5.1 ％ ▲ 169 ▲ 3.5 ％ 

通学定期 2,792 2,957 2,841 165 5.9 ％ 49 1.8 ％ 

その他 409 312 381 ▲ 97 ▲ 23.7 ％ ▲ 28 ▲ 6.8 ％ 

計 19,060 19,730 20,403 670 3.5 ％ 1343 7.0 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（全区間利用者数推移） 

【全区間利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の全区間の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

 ・支援策開始後の方が現金及び回数券利用が増加しているのは、高齢者割引利用及び２区間運賃の均一化の効果と考えられる。 

は支援策開始後 
人／日 
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券種 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

現金 4,466 4,350 4,356 ▲ 116 ▲ 2.6 ％ ▲ 110 ▲ 2.5 ％ 

回数券 4,155 4,197 4,300 42 1.0 ％ 145 3.5 ％ 

通勤定期 3,805 3,684 3,748 ▲ 121 ▲ 3.2 ％ ▲ 57 ▲ 1.5 ％ 

通学定期 2,480 2,637 2,389 157 6.3 ％ ▲ 91 ▲ 3.7 ％ 

その他 241 149 249 ▲ 92 ▲ 38.2 ％ 8 3.3 ％ 

計 15,147 15,017 15,042 ▲ 130 ▲ 0.9 ％ ▲ 105 ▲ 0.7 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（大阪市内相互発着利用者数推移） 【平日】 

【大阪市内相互発着利用者数推移】 

 阪堺電軌の大阪市内相互発着の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が微減している。 

は支援策開始後 

人／日 
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券種 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

現金 718 771 1,024 53 7.4 ％ 306 42.6 ％ 

回数券 654 675 628 21 3.2 ％ ▲ 26 ▲ 4.0 ％ 

通勤定期 433 413 397 ▲ 20 ▲ 4.6 ％ ▲ 36 ▲ 8.3 ％ 

通学定期 75 67 129 ▲ 8 ▲ 10.7 ％ 54 72.0 ％ 

その他 105 104 79 ▲ 1 ▲ 1.0 ％ ▲ 26 ▲ 24.8 ％ 

計 1,985 2,030 2,257 45 2.3 ％ 272 13.7 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（堺市内相互発着利用者数推移） 【平日】 

【堺市内相互発着利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の堺市内相互発着の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

 ・支援策開始後の方が現金利用が増加しているのは、高齢者割引利用の効果と考えられる。 

は支援策開始後 
人／日 
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券種 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

現金 676 1,081 1,327 405 59.9 ％ 651 96.3 ％ 

回数券 414 855 939 441 106.5 ％ 525 126.8 ％ 

通勤定期 538 435 462 ▲ 103 ▲ 19.1 ％ ▲ 76 ▲ 14.1 ％ 

通学定期 237 253 323 16 6.8 ％ 86 36.3 ％ 

その他 63 59 53 ▲ 4 ▲ 6.3 ％ ▲ 10 ▲ 15.9 ％ 

計 1,928 2,683 3,104 755 39.2 ％ 1,176 61.0 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（大阪市内～堺市内２区間利用者数推移） 【平日】 

【大阪市内～堺市内２区間利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の大阪市内～堺市内２区間の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

 ・支援策開始後の方が現金及び回数券利用が増加しているのは、高齢者割引及び２区間運賃の均一化の効果と考えられる。 

は支援策開始後 

人／日 
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券種 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
（支援前） 

H23.10 H25.10 
H22→H23 H22→H25 

増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

現金 1,394 1,852 2,351 458 32.9 ％ 957 68.7 ％ 

回数券 1,068 1,530 1,567 462 43.3 ％ 499 46.7 ％ 

通勤定期 971 848 859 ▲ 123 ▲ 12.7 ％ ▲ 112 ▲ 11.5 ％ 

通学定期 312 320 452 8 2.6 ％ 140 44.9 ％ 

その他 168 163 132 ▲ 5 ▲ 3.0 ％ ▲ 36 ▲ 21.4 ％ 

計 3,913 4,713 5,361 800 20.4 ％ 1,448 37.0 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（堺市内区間利用者数推移） 【平日】 

【堺市内区間利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の堺市内区間の利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

 ・支援策開始後の方が現金及び回数券利用が増加しているのは、高齢者割引利用及び２区間運賃の均一化の効果と考えられる。 

は支援策開始後 
人／日 
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目的 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
H23.10 H25.10 

H22→H23 H22→H25 

（支援前） 増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

通勤・通学 461 436 685 ▲ 25 ▲ 5.4 ％ 224 48.6 ％ 

ビジネス 128 152 174 24 18.8 ％ 46 35.9 ％ 

買い物 489 564 695 75 15.3 ％ 206 42.1 ％ 

観光・レジャー 295 401 491 106 35.9 ％ 196 66.4 ％ 

その他 1,086 1,168 1,369 82 7.6 ％ 283 26 ％ 

計 2,459 2,721 3,414 262 10.7 ％ 955 38.8 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（６５歳以上の定期外利用者について） 【平日】 

【全区間利用者数推移】 

 ・阪堺電軌全区間の６５歳以上の定期外利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

 ・支援策開始後の６５歳以上の利用者が増加しているのは、高齢者割引利用及び２区間運賃の均一化の効果と考えられる。 

は支援策開始後 
人／日 

12 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 

自由目的 自由目的外 人／日 
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阪堺電軌の交通調査結果（６５歳以上の定期外利用者について） 【平日】 

【大阪市内相互発着利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の大阪市内相互発着の６５歳以上の定期外利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が増加している。 

は支援策開始後 
人／日 

13 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 

人／日 自由目的 自由目的外 

目的 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
H23.10 H25.10 

H22→H23 H22→H25 

（支援前） 増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

通勤・通学 343 306 466 ▲ 37 ▲ 10.8 ％ 123 35.9 ％ 

ビジネス 87 108 114 21 24.1 ％ 27 31.0 ％ 

買い物 347 397 410 50 14.4 ％ 63 18.2 ％ 

観光・レジャー 174 221 231 47 27 ％ 57 32.8 ％ 

その他 788 782 829 ▲ 6 ▲ 0.8 ％ 41 5.2 ％ 

計 1,739 1,814 2,050 75 4.3 ％ 311 17.9 ％ 
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目的 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
H23.10 H25.10 

H22→H23 H22→H25 

（支援前） 増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

通勤・通学 58 59 74 1 1.7 ％ 16 27.6 ％ 

ビジネス 12 14 13 2 16.7 ％ 1 8.3 ％ 

買い物 71 69 93 ▲ 2 ▲ 2.8 ％ 22 31.0 ％ 

観光・レジャー 42 64 106 22 52.4 ％ 64 152.4 ％ 

その他 147 160 221 13 8.8 ％ 74 50.3 ％ 

計 330 366 507 36 10.9 ％ 177 53.6 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（６５歳以上の定期外利用者について） 【平日】 

【堺市内相互発着利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の堺市内相互発着の６５歳以上の定期外利用者数は、支援策開始前よりも支援策開始後の方が大幅に増加している。 

   ・支援策開始後の利用者が増加しているのは、高齢者割引利用の効果と考えられる。 

は支援策開始後 
人／日 

14 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 

人／日 自由目的 自由目的外 
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目的 

利用者数（人/日） 増減状況 

H22.10 
H23.10 H25.10 

H22→H23 H22→H25 

（支援前） 増減（人/日） 増減率 増減（人/日） 増減率 

通勤・通学 60 71 145 11 18.3 ％ 85 141.7 ％ 

ビジネス 29 30 47 1 3.4 ％ 18 62.1 ％ 

買い物 71 98 192 27 38.0 ％ 121 170.4 ％ 

観光・レジャー 79 116 154 37 46.8 ％ 75 94.9 ％ 

その他 151 226 319 75 49.7 ％ 168 111.3 ％ 

計 390 541 857 151 38.7 ％ 467 119.7 ％ 

阪堺電軌の交通調査結果（６５歳以上の定期外利用者について） 【平日】 

【大阪市内～堺市内２区間利用者数推移】 

 ・阪堺電軌の大阪市内～堺市内２区間の６５歳以上の定期外利用者数は、支援策開始前よりも開始後の方が倍増している。 

 ・支援策開始後の利用者が増加しているのは、高齢者割引利用及び２区間運賃の均一化の効果と考えられる。 

は支援策開始後 
人／日 

15 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２５年度 

人／日 自由目的 自由目的外 
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■アンケート調査 

アンケート配布方法 

配 布 対 象 阪堺線利用者 

配 布 数 5,308部  （予定配布部数 6,000部） 

配 布 方 法 

乗降客に直接配布 
朝：2,000部 昼：1,879部（予定配布部数 2,000部） 夜：1,429部 （予定配布部数 2,000部） 配布 
※昼、夜の部は、帰宅利用が多く、既にアンケート用紙を持っていたため、予定配布数に達しなかった  
後日郵送回収 

回 収 数 1,375部（回収率25.9％） 

配 布 時 期 平成２６年１０月２６日 

■アンケート配布結果 

・アンケート項目については、交通行動の調査以外に、阪堺線のプロモーション効果の確認と阪堺線への支援策に 

 ついての確認ができる調査とした。 

・回収率を上げるため、Ａ４両面１枚のアンケート用紙とした。 
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アンケート調査及び配布方法について 



性別 

分類 質問内容 

個 人 属 性 性別、年齢、職業、居住地、自動車保有状況 

阪 堺 線 の 
利 用 状 況 

利用頻度、外出目的、乗降停留場、利用理由、降車後の交通手段 

広報認知度と 
そ の 影 響 

阪堺広報の媒体、発信内容、利用頻度の変化、変化の理由、乗車時の実感 

支援策の評価 
支援策の認知度、支援策による利便性の評価、評価の理由、支援策による行動変化、
支援の賛否、賛否の理由 

■アンケート質問内容 

17 

アンケート調査内容について 

男性 

493 

女性 

809 

不明 

73 

N=1,375 

76 

396 

417 

419 

47 

20 

0 200 400 600

不明 

65歳以上 

50～65歳未満 

20～49歳 

中学生～19歳 

小学生以下 

年齢 

N=1,375 

23 

163 

209 

322 

75 

132 

43 

422 

0 200 400 600

不明 

その他 

無職 

主婦・主夫 

学生 

自営業 

公務員 

会社員 

職業 

N=1,375 



190 

72 

162 

287 

508 

218 

371 

0 200 400 600

不明 

その他 

堺市の支援について 

阪堺電車について 

阪堺電車関連イベントに

ついて 

観光施設について 

沿線施設について 

108 

198 

249 

40 

138 

49 

771 

0 200 400 600 800

不明 

その他 

テレビ 

インターネット 

新聞記事 

雑誌 

ポスター・チラシ 

18 

広報認知度について 

阪堺電車について見る媒体は（複数回答あり） 

N=1,375 

N=阪堺電車につ
いて見る媒体の 
有効回答数
（<1,375） 

・阪堺電車についての情報は「ポスター・チラシ」が多くなっており、次に「テレビ」や「新聞記事」となっている。 

・「ポスター・チラシ」や「テレビ」等で情報を得ているため阪堺電車関連イベントが多くなっており、次に沿線施設について

が多くなっている。 

媒体で発信されていること（複数回答あり） 



142 

1041 

5 

187 

0 200 400 600 800 1000 1200

不明 

変わらない 

減った 

増えた 

200 

266 

305 

610 

0 200 400 600 800

不明 

初めて知った 

前から知っていたが今回詳し

く知った 

前から知っていた 

19 

広報認知度について 

発信されていた情報について（複数回答あり） 

・「前から知っていたが今回詳しく知った」、「初めて知った」が約4割となっており、広報媒体の情報発信効果があったと考え

られる。 

・発信された情報で利用頻度が「増えた」が約13.6％あり、広報媒体が阪堺線の利用頻度に一定の影響があったと考えられる。 

発信された情報での利用頻度 

N=阪堺電車につ
いて見る媒体の 
有効回答数
（<1,375） 

N=（<媒体で発信さ
れている前問のNよ
りさらに小さい） 



183 

312 

79 

374 

70 

200 

504 

0 200 400 600

不明 

その他 

学生が増えた 

高齢者が増えた 

沿線に店が増えた 

子供連れが増えた 

観光客が増えた 

135 

86 

75 

0 50 100 150

阪堺線沿線の目的地に行くよ

うになった 

他の交通手段から阪堺線に変

更した 

出かける頻度が増加した 
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広報認知度について 

発信された情報での利用頻度が増えた理由（複数回答あり） 

N=187 N=1,375 

・「沿線の目的地に行くようになった」が約45.6％になっており、沿線情報発信効果があったと考えられる。 

・「観光客が増えた」が約29.2％となっており、周知広報の効果が一定あったと考えられる。また、「高齢者が増えた」が約

21.7％となっており、高齢者割引の効果と考えられる。 

阪堺電車を利用して実感していること（複数回答あり） 



276 

153 

13 

64 

53 

137 

120 

87 

65 

30 

436 

422 

539 

0 200 400 600

不明 

その他 

運賃が高い 

時間ごおり来ない 

運行本数が変わらない 

車両の乗降が大変 

座れない 

所要時間が変わらない 

堺市内区間の軌道が改修されて

車両の乗り心地がよくなった 

堺市内区間の停留場が使いやす

くなった 

ICの導入 

堺トラムの導入 

運賃が安くなった 

188 

148 

240 

484 

315 

0 100 200 300 400 500 600

不明 

全く思わない 

あまりそう思わない 

少しそう思う 

とてもそう思う 
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阪堺線への支援について 

支援による阪堺線の利便性の向上 

N=1,375 N=1,375 

・堺市の支援により阪堺線の利便性が向上したとの回答が約6割となっている。 

・「運賃が安くなった」、「堺トラム・ICの導入」等、支援が阪堺線の利便性向上に一定寄与している結果となった。 

利便性が向上したと思う理由（複数回答あり） 



53 

93 

24 

24 

34 

442 

826 

517 

0 200 400 600 800 1000

不明 

その他 

支援をしても何もよくなって

いないから 

他の地域に投資するべき 

民間企業に投資するべきでは

ない 

堺市の発展には必要 

公共交通の維持には必要 

阪堺電車が便利だから 

141 

20 

19 

233 

962 

0 200 400 600 800 1000

不明 

全く良くない 

あまり良くない 

少し良いこと 

とても良いこと 

22 

阪堺線への支援について 

堺市の支援の評価 

N=1,375 
N=1,375 

・堺市の阪堺線への支援について、評価しないは全体の約2.8％となっており、約87％が支援を評価している。 

・「公共交通の維持には必要」や「堺市の発展には必要」等、約63％が堺市の公共交通ネットワークの維持のため支援を評価し

ており、「阪堺電車が便利だから」も入れると約89％が評価している。 

支援を評価する理由（複数回答あり） 


